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２．地域公共交通計画とは 

1 地域公共交通計画を策定する目的 

地域公共交通計画は、本市にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿を明らかにするマスタープ

ランの役割を果たすものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域公共交通を策定する目的 

 

・近年の人口減少の本格化 

・高齢者の運転免許の自主返納の増加 

・若者世代の運転免許取得率の低下 

・ライフスタイルの変化 

・公共交通利用者の減少に加え、コロナ禍に

よる交通需要の減少 

・公共交通を確保・維持するための公的負

担の増加 

・運転者不足の深刻化 

公共交通の必要性が大きくなる一方で、 
 

民間交通事業者の経営努力のみに依存して公共交通を維持する 
 

という構造が困難になってきている。 

社会情勢 公共交通を取り巻く状況 

「市町村は主体的に地域公共交通の活性化・再生に取り組むように努めなければならない。」と

明示されており、地方公共団体による地域公共交通への積極的な関与が法律の面からも求め

られている。 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（以下「地域交通法」と示す。） 

・日常生活における移動手段の確保 

・地域間の人の流れの創出による、観光客や交流人口の増加 

・交通 DX・GX、民間等の多様な主体との共創、地域経営における連携強化を通じ、利便性・持

続可能性・生産性の高い地域公共交通の「リ・デザイン（再構築）」の推進 

・まちづくり、観光振興、健康、福祉、教育、環境等の様々な分野への効果促進 

 

上記を実現するために、地方公共団体、交通事業者、住民・利用者、学識経験者等、課題解

決に関わるメンバーが連携し、地域公共交通の改善策を検討・実装していくことが必要となる。 

地域公共交通に求められること 

多摩都市モノレールの箱根ケ崎方面延伸を見据える本市において、それらの課題を踏まえつ

つ、地域にとって望ましい公共交通サービスの姿を明らかにし、持続可能なサービスの提供を確

保するため、「武蔵村山市地域公共交通計画」を策定する 
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地域公共交通計画を策定する目的 
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2 地域公共交通計画の記載事項 

2.1 地域公共交通計画の記載事項 

2.1.1 地域公共交通計画の法定の記載事項 

地域公共交通計画に記載が必要な事項（地域交通法で定められている記載事項）は、以下のとおりで

ある。 

 

 
 

出典：地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（実践編）（第 4版（令和 5年 10月））  

図 地域公共交通計画の法定の記載事項 

 

 

 

  

【地域公共交通計画の法定の記載事項】 

■ 記載事項（法§５②） 

① 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生の推進に関する

基本的な方針 

② 計画の区域 

③ 計画の目標 

 （※目標設定に当たり、地域旅客運送サービスについての利用者の数、収支、地域旅客運送サービスの費用に

対する国及び地方公共団体の負担に関する金額、その他必要と認める事項について定量的な目標を設定する

よう努めるものとする（法§5④、施行規則 10 の 2））  

④ ③の目標を達成するために行う事業・実施主体 

（※本事項において、地域公共交通特定事業に関する事項も記載可能（法§５⑤））  

⑤ 計画の達成状況の評価に関する事項 

⑥ 計画期間 

⑦ その他計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項  

 

■ 記載に努める事項（法§５③） 

① 計画に定められた目標を達成するために行う事業に必要な資金の確保に関する事項 

② 都市機能の増進に必要な施設の立地の適正化に関する施策との連携に関する事項 

③ 観光の振興に関する施策との連携に関する事項 

④ 地域における潜在的な輸送需要に的確に対応するために必要な当該地方公共団体、公共交通事業者等そ

の他の地域の関係者相互間の連携に関する事項 

⑤ ①～④のほか、地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に際し配慮すべき事項 
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2.1.2 本計画の概要（案） 

1) 計画区域 

計画の区域は、武蔵村山市全域とする。 

 

2) 計画の期間 

計画の期間は令和 8年●月から令和 18年●月末とする。 

ただし、計画策定から概ね 5年後を目途に中間見直しをおこなうものとする。 

 

3) 計画の対象となる交通手段 

多摩都市モノレールを基幹交通、路線バスを幹線交通、MMシャトル・むらタクをフィーダー交通

（支線）として本計画の対象とする公共交通として位置付ける。 

なお、タクシー、シェアサイクル、特定目的の送迎システムや、「私的交通」である徒歩や自転車、

自家用車などの、多様な交通手段と連携・補完し合いながら人々の移動を支えることとする。 

（特定目的の送迎システムを対象とするか確認） 

 

 

図 地域公共交通の考え方（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

  

自家用車
自転車

数10人～数100人程度10人～数10人程度1人～10人程度

輸送量

公的

私的

：本計画の対象となる交通手段（公共交通）

：公共交通と連携が期待される交通手段

：公共交通を補完する交通手段

むらタク

路線バス

モノレール ※1

徒歩

タクシー

シェアサイクル等

※1：多摩都市モノレールの箱根ケ崎方面が武蔵村山市内まで延伸した際は、
本計画の対象となる移動手段（公共交通）として位置付ける

※2：特定目的の送迎システムは、学校、企業、福祉施設、病院送迎バス、介護タクシー等

MMシャトル

基幹交通

幹線交通

支線交通

特定目的の送迎    ※2
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2.2 地域公共交通計画と国補助制度との連動化 

2.2.1 地域公共交通計画と国補助制度との連動化とは 

国土交通省では、真に公的負担により確保・維持が必要な地域公共交通に対し、効果的・効率的な支

援を実施するため、令和 2年 11月の「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の改正に併せて、

地域公共交通計画の作成及び計画における補助系統等の位置付けの補助要件化をおこなった。 

補助事業を活用する際は、補助系統の地域の公共交通における位置付けや補助事業活用の必要性等

について、市町村の地域公共交通計画に記載が必要であり、活性化再生法に基づく協議会において協議

が必要となる。 

 

図 地域公共交通計画と国補助制度との連動化とは 

 

 

図 補助金の執行について 

出典：地域公共交通計画と乗合バス等の補助制度の連動化に関する解説パンフレット（国土交通省HP） 
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2.2.2 国補助制度との連動化に向けた地域公共交通計画への記載事項 

1) 補助系統の地域公共交通における位置付け・役割 

地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統(補助系統)の地域の公共交通にお

ける位置付け・役割について整理する。 

 

図 補助系統の地域公共交通における位置付け・役割（記載イメージ） 

 

2) 地域公共交通確保維持事業の必要性 

上記で整理した位置付け等を踏まえ、地域の公共交通ネットワークにおける各補助系統の機能や役

割、必要性を文章で具体的に記載する。 

 

 

図 地域公共交通確保維持事業の必要性（記載イメージ） 

出典：地域公共交通計画と乗合バス等の補助制度の連動化に関する解説パンフレット（国土交通省HP）  
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3) 補助系統に係る事業及び実施主体 

補助系統を含む地域公共交通の事業及び実施主体の概要を整理する。 

 

 

 

図 補助系統に係る事業及び実施主体（記載イメージ） 

 

4) 地域公共交通全体の定量的な目標・効果 

地域公共交通全体の具体的な数値指標・目標値を設定する。加えて、各数値指標の評価方法につい

ても記載する。 

なお、「標準指標」である地域公共交通の利用者数や収支状況、当該地域公共交通に投じられる公

的負担額は数値指標として必ず設定が必要となる。 

 

 

 

図 地域公共交通全体の定量的な目標・効果（記載イメージ） 

出典：地域公共交通計画と乗合バス等の補助制度の連動化に関する解説パンフレット（国土交通省HP） 
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参考 



8 

3 武蔵村山市地域公共交通計画の位置付け 

武蔵村山市地域公共交通計画の作成にあたり、国や都の方針を確認するとともに、武蔵村山市長期総

合計画の将来都市像や公共交通に関する施策、まち・ひと・しごと創生総合戦略での方針に基づき、各

関連計画との連携・整合を図りながら、本計画を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 武蔵村山市地域公共交通計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

  

【国の方針】第２次交通政策基本計画 

【東京都】東京における地域公共交通の基本方針 

武
蔵
村
山
市
で
の
他
の
計
画
と
の
関
係
性 

【福祉】 

・武蔵村山市第五次地域福祉計画 

【まちづくり】 

・武蔵村山市第二次まちづくり基本方針 

・武蔵村山市立地適正化計画 

・（仮称）多摩都市モノレール沿線まちづ

くり方針 

武蔵村山市地域公共交通計画 

各分野の計画 

武蔵村山市第五次長期総合計画 

武蔵村山市第二期まち・ひと・しごと創生総合戦略 

連
携
・
整
合 

連携・整合 

【地域】多摩都市モノレール箱根ケ崎方面延伸を見据えた公共交通の基本方針 

【地域公共交通】 

・市内循環バス（MMシャトル）及び乗合タクシー

（むらタク）の見直し（令和 4年 4月） 

 

公共交通に関する 
マスタープラン 
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4 武蔵村山市地域公共交通計画作成スケジュール 

令和 6年度・7年度の 2か年に渡り検討を行い、令和 8年 3月の作成を目指す。 

 

 

図 武蔵村山市地域公共交通計画の作成スケジュール 

 

  

令和6年度 令和7年度

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

武
蔵
村
山
市
地
域
公
共
交
通
計
画

1.上位計画等の整理

2.地域の現況整理

3.市民ニーズ調査

①市民     

②利用者     

4.事業者ヒアリング

5.地域公共交通の課題

6.基本方針の検討

①基本方針

②目指すべき姿

7.計画目標の設定

①計画目標

②指標・数値目標

8.施策・事業の検討

9.計画素案の作成

10.パブリックコメントの実施

11.計画書の作成

会
議

12.庁内検討委員会 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

13.地域公共交通会議の開催 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

設計 実施 まとめ

設計 実施 まとめ

設計 実施

・上位計画等、本市の現況
・調査計画案

・課題と対応方針
・基本方針案

・計画目標・指標案
・計画骨子案

・数値目標
・実施施策・事業案

・計画素案
・パブコメ計画

・パブコメ結果
・計画承認

骨子案の具体化骨子案作成
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5 武蔵村山市地域公共交通計画の構成 

地域公共交通計画の記載事項を踏まえ、武蔵村山市地域公共交通計画の構成案と協議事項は以下の

とおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 武蔵村山市地域公共交通計画の構成案と委員会での協議事項 

基本方針・目標・目指すべき公共交通ネットワーク 

実施施策・事業 

 

計画の概要・目的 

現状の整理 

データ整理 アンケート調査 関係者ヒアリング 

武蔵村山市の課題 

計画達成状況の評価 

事業①-1 

事業①-2 

： 

事業②-1 

事業②-2 

： 

事業②-1 

事業②-2 

： 
実施期間 

実施主体 

地域公共交通計画の構成 

第１回 【本日】 

・【報告】上位計画等、本市の現状 

・【協議】調査計画案 

計画区域 計画期間 計画の対象となる交通手段 

計画の基本方針 

目指すべき公共交通ネットワーク 

目標① 目標② 目標③ 

目指すべき公共交通ネットワーク 

施策① 施策② 施策③ 

数値目標 

計画推進体制 

計画の達成状況の評価 補助制度の連動化に必要な指標 

第２回 【令和 7 年 1 月中旬】 

・【報告】調査結果 

・【協議】課題と対応方針 

・【協議】基本方針案 

第３回 【令和 7 年 3 月下旬】 

・【協議】計画目標・指標案 

・【協議】計画骨子案 

第４回 【令和 7 年 7 月頃】 

・【協議】実施施策・事業 

・【協議】数値目標 

第５回 【令和 7年 10 月頃】 

・【協議】パブコメ計画 

・【協議】計画素案 

第６回 【令和 8年 1 月頃】 

・【報告】パブコメ結果 

・【承認】計画 

令
和
６
年
度 

令
和
７
年
度 

国補助制度との連動化（補助系統の位置付け・役割・実施主

体、補助の必要性、数値指標） 


